


[bookmark: _GoBack]法第34条第1号該当（日常生活に必要な店舗等関係）　事業計画書

	申請者住所
	

	申請者氏名
	

	予定建築物
用途・規模等

	１）業種名
	２）産業分類番号

	
	３）建築物用途

	
	４）構造・階数　　　　　　造　　　　　階建て

	
	５）延床面積　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	６）管理部分面積　　　　　　　　　　　㎡

	
	７）建築物所有者名　　　　　　　　　　　

	営業概要

	１）取引状況
・主な取引先
・取引品目
　　　　　（仕入れ先からの証明書等を添付）

	
	２）従業員数　　　　　　人
（常勤者　　　人、パート　　　人）

	
	３）営業時間　　　　時　　　分　～　　　時　　　分

	
	４）資格
・営業上必要とする資格
・有資格者名
・従業員であるか　　　　　　有　・　無

	資金計画
	○建築・開業に係る資金計画
【経費】　　　　　　　　　　　【資金調達】
土地造成費　　　　　　　千円　　自己資金　　　　　　　　千円
建築費　　　　　　　　　千円　　融資等　　　　　　　　　千円
その他　　　　　　　　　千円　　その他　　　　　　　　　千円
〔計〕　　　　　　　　　千円　　〔計〕　　　　　　　　　千円
　　　　※残高証明書、融資証明書を添付のこと


	支持世帯数

	・支持世帯数　　　　　　戸
・半径1km以内の同種店舗の有無　　有（　店舗）・無




記載のとおり相違ありません
平成　　年　　月　　日

申請人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


法第34条第1号該当（公益上必要な建物関係）　事業計画書

	
	申請者住所
	

	
	申請者氏名
	

	
	用途・規模等営業概要
	建築物用途

	
	
	構造・階数　　　　　　造　　　　　階建て

	
	
	延床面積　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	
	事業内容　　　　　　　　　　　

	
	
	建築物所有者名

	
	
	関係施設との位置関係

	
	既存集落
	市街化区域部の建物を含み50戸以上の連たんがあるか　　　　有　・　無
（町立小中学校、町立義務教育学校、放課後児童クラブ除く）

	
	接道長さ
	　　　　　ｍ

	
	用途の基準
（用途の下のカッコ内は所管する関係課等）
（該当する物に○）
	公立小中学校（県当該主管課）
	通学区域を勘案し、適切な位置にあるか。

	
	
	診療所・助産所（県当該主管課（伊勢崎保健福祉事務所総務企画係、館林保健福祉事務所地域支援第二係））
	・入院施設の場合　県の医療施策の観点から支障が無く、国の設置運営基準に適合するか。
・併用住宅の場合　診療所又は助産所の部分が全体面積の過半であり、同一棟であるか。

	
	
	老人居宅介護事業施設
（県介護高齢課居宅サービス係（地域密着型施設の場合は当該町））
老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ（県当該主管課（介護高齢課居宅サービス係））
小規模多機能居宅介護（当該町）
複合型ｻｰﾋﾞｽ福祉事業（当該町）
	・県（地域密着型施設の場合は当該町）の福祉施策の観点から支障がなく、その設置及び運営が国の定める基準に適合するか。

	
	
	保育所・認定こども園
（県当該主管課（子育て青少年課保育係）、当該町）
	・町の保育計画に適合し、その設置及び運営が国の定める基準に適合するか。

	
	
	放課後児童クラブ、児童館
（当該町）
	・対象小学校から適切な位置にあるか（放課後児童クラブのみ）。
・町の整備計画に適合しているか。



記載のとおり相違ありません
平成　　年　　月　　日

申請人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


法第34条第9号該当（休憩所、給油所等関係）　事業計画書

	申請者住所
	

	申請者氏名
	

	予定建築物
用途・規模等

	１）業種名

	
	２）建築物用途

	
	３）構造・階数　　　　　　造　　　　　階建て

	
	４）延床面積　　　　　　　　　　　　　　㎡

	
	別棟倉庫・修理工場部分等面積　　　　㎡

	
	５）建築物所有者名　　　　　　　　　　　

	
	６）駐車場の計画
　駐車場可能台数　　大型車用（トラック用）　　　　　　台
　　　　　　　　　　小型車用　　　　　　　　　　　　　台

	営業概要

	○資格
・営業上必要とする資格
・有資格者名
・従業員であるか　　　　　　有　・　無

	資金計画
	○建築・開業に係る資金計画
【経費】　　　　　　　　　　　【資金調達】
土地造成費　　　　　　　千円　　自己資金　　　　　　　　千円
建築費　　　　　　　　　千円　　融資等　　　　　　　　　千円
その他　　　　　　　　　千円　　その他　　　　　　　　　千円
〔計〕　　　　　　　　　千円　　〔計〕　　　　　　　　　千円
　　　　※残高証明、融資証明を添付のこと




記載のとおり相違ありません
平成　　年　　月　　日

申請人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印




